
法
人
県
民
税

均
等
割

同　　上

　個人市町村民税と併せて賦課徴収されているため、災害等により市町村長が個人市町
村民税を減免した場合は、市町村の減免割合と同じ割合で減免

不
動
産
取
得
税

同　　上

６０％以上の被害

６０％免除
６０％未満の被害

共
通

３０％免除

　旧不動産の台帳価格に見合
う税額分を軽減

家
　
屋

土
　
地

　当該不動産（土地）を取得後、天
災その他の災害により滅失し、又は
損壊した場合

全額免除

８０％免除

６０％免除
４０％以上

８０％免除

４０％未満の被害

８０％以上の被害

　被害者が納付す
べき当該年度分の
税額のうち災害を
受けた日以後に納
期の末日の到来す
るもの

家屋の原形を

とどめない時

同　　上

　当該不動産の取
得に対して課され
る不動産取得税

６０％以上の被害

２０％以上

４０％未満の被害

６０％未満の被害

事
業
の
所
得

適 用 対 象

超

税額の

全部

税額の

２分の１

税額の

４分の１

５００万円

以下

区　分

事
業
用
資
産

住
宅
・
家
財
等

個
人
事
業
税

要　　　　　件 軽減又は免除の割合

７５０万円

７５０万円

以下

　納税者の所有に係る事業用資産に
つき災害により受けた損害の金額
（保険金等による補てん金額を除
く。）が、当該資産の価額の２分の
１以上で、前年中の事業の所得金額
が１，０００万円以下である者

　納税者、同一生計配偶者、扶養親
族の所有に係る住宅又は家財につき
災害により受けた損害の金額（保険
金等による補てん金額を除く。）が
その資産の価額の２分の１以上で、
前年中の合計所得金額が５００万円
以下である者

　滅失し、又は損壊した家屋等に代
わる家屋等を３年以内に取得した場
合

税額の２分の１

３０％免除

２０％以上

全額免除

　当該不動産（家屋）を取得後、天
災その他の災害により滅失し、又は
損壊した場合

４０％以上

　災害による被害により、資本金等
の額（事業年度終了の日の現況によ
るものとする。）の２分の１以上の
額の損失を受け、かつ、災害により
被害を受けた日の属する事業年度に
おいて欠損金額が生じている者で、
期限の延長及び徴収の猶予の措置に
よってもなお納付が困難である者

税額の２分の１
　災害による被害
を受けた日の属す
る事業年度

　自己の所有等に係る自動車に被害
を受け、損害の金額（保険金、損害
賠償金等により補てんされるべき金
額を除く。）が、その自動車の価額
の２分の１を超えるとき

　税額の２分の１

　災害を受けた日
以後に初めて納期
の末日が到来する
自動車税(種別割)

徴　収
猶　予

　財産が災害を受けたために、県税の納税義務者や特別徴収義務者が、その徴収金を一
時に納税することができないと認められるときは、納税を猶予することができます。
　【 猶予することのできる期間 】 原則として１年以内（最長２年）

自動車税
(種別割)

個　人
県民税

期限の
延　長

　災害等により県税の申告、申請、納税等が期限までにできないと認められるときは、
期限を延長することができます。
　【 延長することのできる期間 】 災害等がやんだ日から２月以内

災害による損害を受けた場合の県税の減免措置等について


